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観光白書は1963年（昭和38年）に制定された観光基本法に基づき、翌年1964年（昭和39年）
4月に初めて作成された。現在は、2006年（平成18年）に制定された観光立国推進基本法に基
づいて作成されており、平成30年版観光白書は、通算で第55号となる。

ビジット・ジャパン・キャンペーンが開始された2003年（平成15年）に521万人であった訪
日外国人旅行者数は、2013年（平成25年）には1,000万人を突破し、さらにその後の4年間で急
速に増加して2017年（平成29年）には訪日外国人旅行者数は2,869万人となった。また、同年
には訪日外国人旅行消費額は4兆円を超えた。こうしたインバウンドの増加は、個々の分野、個々
の地域における事例の範囲に止まらず日本経済全体に対して相当のインパクトを与えているものと
考えられる。

本年の観光白書では近年大幅に増加している訪日外国人旅行者や訪日外国人旅行消費額が日本経
済に与える影響について、定性的な事例分析に止まらず、定量的、かつ、旅行消費額に計上されな
い様々な効果を明らかにするため、消費、輸出、投資、国際収支、景況感、地方への波及の観点か
ら分析を行うとともに、日本人旅行も含む観光全体が経済に与える影響について分析を行った。こ
れは、現時点での日本経済における「観光」の位置付け・プレゼンスを明らかにするとともに、さ
らなる成長に向けての課題を抽出することを意図したものである。

分析の結果、インバウンドの経済効果は約4兆円の「旅行消費」に止まらず、越境電子商取引を
通じた輸出の増加、宿泊業、交通事業者をはじめ、化粧品メーカー、飲料、製菓などの食品産業、
さらには素材、機械メーカー等の幅広い業種における投資の誘発や、近年の名目GDPの増加への大
きな貢献といった成果を形にしており、観光が日本経済を牽引する主要エンジンに成長しつつある
ことが確認された。これらはあくまで現時点でのものであり、2020年（平成32年）に訪日外国人
旅行者数4,000万人にする等の目標に近づくと、そのインパクトはさらに高まることが見込まれる。

他方、インバウンド消費の名目GDPに対する規模を国際的に比較すると、他の先進国に比べて
低い水準であるなど、観光立国に向けては未だ道半ばであることも明らかになった。観光を一層力
強い成長エンジンに育て、成長の果実を全国津々浦々に行き渡らせていくためには、観光資源の磨
き上げ、観光産業の生産性向上、旅行者がストレスなく快適に観光を満喫できる環境整備といった、
さらなる高次元の施策を展開することが不可欠である。

また、近年のインバウンドの増加により、観光地でのマナー違反や文化財・環境への影響といっ
た問題や、一部の地域においては、交通渋滞や交通機関の混雑など市民生活への影響が生じつつあ
り、今後訪日外国人旅行者数の増加が続くと、こうした課題がさらに顕在化していくことが懸念さ
れる。しかし、これらは我が国が観光立国を目指す上で乗り越えなければならない課題であり、地
域ごとの課題に応じ、住民参加の下、規制、インセンティブ政策、税制、価格政策、的確な情報発
信など様々な手法を組み合わせて課題を克服していくことが重要である。

これらの取組を進めるに当たっては、政府及び自治体、官民がともに問題意識を共有し取り組ん
でいく必要があるが、本白書の分析がその一助となれば幸いである。
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（参考）本白書における地方ブロックの区分は基本的に以下のとおり。

北海道 北海道
東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
北陸信越 新潟県、富山県、石川県、長野県
中部 福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県
沖縄 沖縄県
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